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 １月２９日、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法

律等の一部を改正する法律案」が閣議決定し、政府は同日国会に提出

しました。 

 この法律は、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物の経営基盤強化をは

かるため、現行法で同法律に基づく枠組みを活用した助成金交付など

の期限が２０２０年度末までとなっている事から継続・拡充をはかる

ことを目的に、鉄道・運輸機構の業務に３社への助成金交付に係る業

務の期限延長、出資に係る業務の追加などの支援措置の拡充を講じる

というものです。ＪＲ貨物には、線路使用料に係る助成金で特例業務

勘定から建設勘定への繰り入れの延長やＪＲ会社法の特例として３社

の株式発行価額について１／２以上を資本準備金に計上することが許

容されています。 

 

 

 現在、環境問題の深刻化により、カーボンニュートラルをはじめと

りしたグリーン社会の実現にむけての貢献力がＪＲ貨物会社にはあり

ます。全国ネットワークを維持していくためにも、引き続きＪＲ総連

と連携をして政策提言をしていきます！ 

 

 


